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改正前 改正後 

岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付要綱 

 

 （目的） 

第１ 農山漁村における定住、二地域居住及び都市との地域間交流を促進す

ることにより、農山漁村の活性化を図ることを目的とし、地域の創意工夫

による取組みを総合的かつ機動的に支援するため、市町村が農山漁村活性

化プロジェクト支援交付金実施要綱（平成 19 年８月１日付け 19 企第 100

号農林水産事務次官依命通知。以下「国の実施要綱」という。）に基づいて

事業を行う場合に要する経費及び国の実施要綱第３第２項に掲げる事業実

施主体（以下「事業実施主体」という。）が当該事業を行う場合に要する経

費に対して市町村が補助する場合に要する経費に対し、予算の範囲内で、

岩手県補助金交付規則(昭和 32 年岩手県規則第 71 号。以下「規則」という。)

及びこの要綱により交付金を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （交付金の交付の対象及び交付額） 

第２ 第１に規定する経費及びこれに対する交付額は、別表第 1 のとおりと

する。 

 

（経費相互間の流用の禁止） 

第３ 別表第 1 の経費の欄に掲げる１及び２の経費は、区分相互間の流用を

岩手県農業基盤整備促進事業費補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１ 地域の創意工夫による取組を総合的かつ機動的に支援し、農山漁村

の活性化を図るため、農山漁村振興交付金実施要領(平成 28 年４月１日

付け 27 農振第 2326 号農林水産省農村振興局長通知)別紙１別表、別紙３

第３及び別紙５別表、農地耕作条件改善事業実施要綱（平成 27 年４月９

日付け 26 農振第 2069 号農林水産事務次官依命通知)第４、農業基盤整備

促進事業実施要綱(平成25年２月26日付け24農振第2089号農林水産事

務次官依命通知)第４並びに中山間地域所得向上支援対策実施要領(平成

28 年 10 月 11 日付け 28 生産第 1140 号農林水産省生産局長通知、28 農振

第 1336 号農村振興局長通知)別紙１第２、別紙２第２、別紙３－１第３、

別紙３－２第２及び別紙３－３第２に規定する事業実施主体（以下「事

業実施主体」という。）が、農山漁村振興交付金実施要綱(平成 28 年４月

１日付け 27 農振第 2325 号農林水産事務次官依命通知)、農地耕作条件改

善事業実施要綱、農業基盤整備促進事業実施要綱及び中山間地域所得向

上支援対策実施要綱(平成 28 年 10 月 11 日付け 28 農振第 1336 号農林水

産事務次官依命通知)（以下「国の実施要綱」と総称する。）に基づいて

事業を行う場合に要する経費及び事業実施主体が当該事業を行う場合に

要する経費に対して市町村が補助する場合に要する経費に対し、予算の

範囲内で、岩手県補助金交付規則(昭和 32 年岩手県規則第 71 号。以下「規

則」という。)及びこの要綱により補助金を交付する。 

 

 （補助金の交付の対象及び補助額） 

第２ 第１に規定する経費及びこれに対する補助額は、別表第 1 のとおり

とする。 

 

（経費相互間の流用の禁止） 

第３ 別表第 1 の経費の欄に掲げる経費は、区分相互間の流用をしてはな



してはならない。 

 

（交付金事業に要する経費の配分及び交付金事業の内容の軽微な変更） 

第４ 規則第 6 条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に掲

げる変更以外の変更とする。 

 (１) 事業実施主体の変更 

 (２) 事業メニューの新設又は廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（申請の取下げ期日） 

第５ 規則第８条第１項に規定する申請の取下げ期日は、交付金の交付の決

定の通知を受領した日から起算して 15 日以内とする。 

 

 （立入検査等） 

第５の２ 広域振興局長（以下「局長」という。）は、予算の執行の適正を期

するため、交付金事業者（市町村等を除く。）に対して、必要な報告を求め、

又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その他の必

要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 交付金事業者は、交付金事業の全部又は一部を交付金の交付により実施

する場合において、当該交付金の交付に当たっては、局長が、予算の執行

の適正を期するため、当該交付金の交付を受ける者に対して、必要な報告

を求め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類そ

の他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる

らない。 

 

（補助事業に要する経費の配分及び補助事業の内容の軽微な変更） 

第４ 規則第 6 条第１項第１号及び第２号に規定する軽微な変更は、次に

掲げる変更以外の変更とする。 

 (１) 事業実施主体の変更 

 (２) 事業メニューの新設又は廃止 

（３） 前２号に掲げる変更以外の変更で、農山漁村振興交付金交付要綱

(平成 28 年４月１日付け 27 農振第 2327 号農林水産事務次官依命通知)

別表、農地耕作条件改善事業交付金交付要綱（平成 28 年４月１日付け

27農振第 2324 号農林水産事務次官依命通知)第 11及び中山間地域所得

向上支援事業交付金交付要綱(平成 28 年 10 月 11 日付け 28 農振第 1355

号農林水産事務次官依命通知)別表に掲げる軽微な変更以外の変更並び

に土地改良事業関係補助金交付要綱(昭和31年８月13日付け31農地第

3966 号農林水産事務次官依命通知)第８第 11 項に掲げる変更 

（申請の取下げ期日） 

第５ 規則第８条第１項に規定する申請の取下げ期日は、補助金の交付の

決定の通知を受領した日から起算して 15 日以内とする。 

 

 （立入検査等） 

第５の２ 広域振興局長（以下「局長」という。）は、予算の執行の適正を

期するため、補助事業者（市町村等を除く。）に対して、必要な報告を求

め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書類その

他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 補助事業者は、補助事業の全部又は一部を補助金の交付により実施す

る場合において、当該補助金の交付に当たっては、局長が、予算の執行

の適正を期するため、当該補助金の交付を受ける者に対して、必要な報

告を求め、又は当該職員に、その事務所、事業場等に立ち入り、帳簿書

類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることが

できる旨の条件を付さなければならない。  



旨の条件を付さなければならない。  

３ 交付金事業者は、交付金事業の全部又は一部を委託により実施する場合

において、当該委託の業務を行う者と契約を締結するに当たっては、局長

が、予算の執行の適正を期するため、当該委託の業務を行う者に対して、

必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、帳

簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させること

ができる旨の条件を付さなければならない。  

  

（事業の遂行の状況に係る報告） 

第６ 交付金事業者は、交付金の交付決定があった年度の 12 月 31 日現在に

おける交付金事業の遂行の状況を当該年度の 1 月 15 日までに、岩手県農山

漁村活性化プロジェクト支援交付金遂行状況報告書（様式第 11 号）により、

広域振興局長に報告するものとする。 

 

（前金払） 

第７ 局長は、必要があると認める場合は、交付金を前金払することがある。

２ 交付金事業者は、前項に規定する交付金の前金払を請求しようとすると

きは、岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金前金払請求書（様式

第 12 号）を局長に提出しなければならない。 

 

 （提出書類及び提出期日） 

第８ 規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、別

表第２のとおりとする。 

    

附 則 

 この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

３ 補助事業者は、補助事業の全部又は一部を委託により実施する場合に

おいて、当該委託の業務を行う者と契約を締結するに当たっては、局長

が、予算の執行の適正を期するため、当該委託の業務を行う者に対して、

必要な報告を求め、又は当該職員にその事務所、事業場等に立ち入り、

帳簿書類その他の必要な物件を検査させ、若しくは関係者に質問させる

ことができる旨の条件を付さなければならない。  

  

（事業の遂行の状況に係る報告） 

第６ 補助事業者は、補助金の交付決定があった年度の 12 月 31 日現在に

おける補助事業の遂行の状況を当該年度の 1月 15 日までに、岩手県農業

基盤整備促進事業費補助金遂行状況報告書（様式第８号）により、局長

に報告するものとする。 

 

（前金払） 

第７ 局長は、必要があると認める場合は、補助金を前金払することがあ

る。 

２ 補助事業者は、前項に規定する補助金の前金払を請求しようとすると

きは、岩手県農業基盤整備促進事業費補助金前金払請求書（様式第９号）

を局長に提出しなければならない。 

 

 （提出書類及び提出期日） 

第８ 規則により定める書類及びこれに添付する書類並びに提出期日は、

別表第２のとおりとする。 

    

附 則 

 この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成 29 年１月 31 日から施行する。 

 

 



別表第１（第２関係） 

区 分 経 費 交付率 

事業費 

 

 

１ 市町村が国の実施

要綱別表の(1)から

(4)までに掲げる事業

を行う場合及び事業

実施主体が当該事業

を行う場合に要する

経費に対して市町村

が補助する場合に要

する経費 

 

 

 

 

定額(ただし、当該事業を

行う場合に要する経費の２

分の１（山村振興法（昭和

40 年法律第 64 号）第 7条第

1項の規定に基づき指定され

た振興山村、過疎地域自立促

進特別措置法（平成 12 年法

律第 15 号）第 2 条第 1 項に

規定する過疎地域（同法第

33 条第 1 項又は第 2 項の規

定により過疎地域とみなさ

れる区域を含む。）の全部又

は一部の地域、特定農山村地

域における農林業等の活性

化のための基盤整備の促進

に関する法律（平成 5年法律

第 72 号）第 2 条第 1 項に規

定する特定農山村地域及び

豪雪地帯対策特別措置法（昭

和 37 年法律第 73 号）第 2 条

第 2 項の規定に基づき指定

された特別豪雪地帯にあっ

ては、10 分の 5.5 以内）に

相当する額を上限とする。)

 

 

 

別表第１（第２関係） 

区 分 経 費 補助額 

農山漁村振興

交付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業実施主体が農山

漁村振興交付金実施要

領別紙１別表、別紙３

別表及び別紙５別表に

掲げる事業を行う場合

並びに事業実施主体が

当該事業を行う場合に

要する経費に対して市

町村が補助する場合に

要する経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農山漁村振興交付金実

施要領別紙１別表、別紙３

別表、及び別紙５別表によ

り算出される額 

 

 



２ 市町村が国の実施

要綱別表の(5)に掲げ

る事業を行う場合及

び事業実施主体が当

該事業を行う場合に

要する経費に対して

市町村が補助する場

合に要する経費 

定額（ただし、当該事業を

行う場合に要する経費の２

分の１に相当する額を上限

とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

２ 削除  

農地耕作条件

改善事業 

事業実施主体が農地

耕作条件改善事業実施

要綱別表に掲げる事業

を行う場合及び事業実

施主体が当該事業を行

う場合に要する経費に

対して市町村が補助す

る場合に要する経費 

農地耕作条件改善事業

実施要領（平成 27 年４月

９日付け 26農振第 2070 号

農林水産省農村振興局長

通知)第６及び農地耕作条

件改善事業交付金交付要

綱別表２により算出され

る額 

農業基盤整備

促進事業 

事業実施主体が農業

基盤整備促進事業実施

要綱別表に掲げる事業

を行う場合及び事業実

施主体が当該事業を行

う場合に要する経費に

対して市町村が補助す

る場合に要する経費 

農業基盤整備促進事業

実施要領(平成25年２月26

日付け 24農振第 2090 号農

林水産省農村振興局長通

知)第７及び土地改良事業

関係補助金交付要綱別表

(16)により算出される額 

中山間地域所

得向上支援対

策 

事業実施主体が中山

間地域所得向上支援対

策実施要領別紙１別

表、別紙２別表１、別

中山間地域所得向上支

援対策実施要領(平成 28年

10 月 11 日付け 28 生産第

1140 号農林水産省生産局



 

 

 

 

 

 

 

 

付帯事務費 市町村が指導監督そ

の他の１の事業に附帯

する事務及び事業実施

主体が当該事務を行う

場合に要する経費に対

して市町村が補助する

場合に要する経費 

 

定額（ただし、当該事業を

行う場合に要する経費の２

分の１に相当する額を上限

とする。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紙３－１別表、別紙３

－２第２及び別紙３－

３別表に掲げる事業を

行う場合並びに事業実

施主体が当該事業を行

う場合に要する経費に

対して市町村が補助す

る場合に要する経費 

長通知、28 農振第 1336 号

農村振興局長通知)別紙１

第４、別紙２第７、別紙３

－１別表、別紙３－２第４

及び別紙３－３第７によ

り算出される額 

付帯事務費 事業実施主体が指導

監督その他の補助事業

に附帯する事務及び事

業実施主体が当該事務

を行う場合に要する経

費に対して市町村が補

助する場合に要する経

費 

 

当該事務又は事業実施

主体が当該事務を行う場

合に要する経費に対して

市町村が補助する場合に

要する経費の２分の１に

相当する額以内の額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第２（第８関係） 

条 項 提出書類及び 

添付書類 

様 式 提出 

部数 

提出期日 

規 則 第 ４

条 の 規 定

に よ る 書

類 

岩手県農山漁村活性

化プロジェクト支援

交付金交付申請書 

１ 地区別事業内容

及び配分表 

２ その他局長が必

要と認める書類 

第１号 

 

 

第２号 

各１部 

 

別に定める。

規 則 第 ６

条 第 １ 項

第１号、第

２ 号 及 び

第 ３ 号 の

規 定 に よ

り 承 認 を

受 け る 場

合の書類 

岩手県農山漁村活性

化プロジェクト支援

交付金変更（中止、廃

止）承認申請書 

 

１ 地区別事業内容

及び配分表 

２ その他局長が必

要と認める書類 

第３号 

 

 

 

 

第２号 

各１部 別に定める。

規則第 13

条 第 １ 項

の 規 定 に

よる書類 

岩手県農山漁村活性

化プロジェクト支援

交付金請求（精算）書 

１ 実績報告書 

２ 収支精算書 

３ 交付金精算 

４ 精算交付額 

５ 附帯事務費 

６ 工事雑費 

７ その他局長が必要と認める書類 

第４号 

 

 

第 ５ 号

第 ６ 号

第 ７ 号

第 ８ 号

第 ９ 号

第 10 号

各１部 別に定める。

別表第２（第８関係） 

条 項 提出書類及び 

添付書類 

様 式 提出 

部数 

提出期日 

規則第４

条の規定

による書

類 

岩手県農業基盤整備

促進事業費補助金交

付申請書 

１ 地区別事業内容

及び配分表 

２ その他局長が必

要と認める書類 

 

 

第１号

 

 

第２号

各１部 

 

別に定める。 

規則第６

条第１項

第１号、第

２号及び

第３号の

規定によ

り承認を

受ける場

合の書類 

岩手県農業基盤整備

促進事業変更（中止、

廃止）承認申請書 

 

１ 地区別事業内容

及び配分表 

２ その他局長が必

要と認める書類 

第３号

 

 

 

第２号

各１部 変更（中止・

廃止）の理由

が生じた日

から 15 日以

内 

規則第 13

条第１項

の規定に

よる書類 

岩手県農業基盤整備

促進事業費補助金請

求（精算）書 

１ 実績報告書 

２ 収支精算書 

３ 附帯事務費 

４ その他局長が必

要と認める書類 

第４号

 

 

第５号

第６号

第７号

各１部 事業完了後

30 日以内又

は事業実施

年度の 3 月

31 日のいず

れか早い日 



様式第１号（別表第２関係） 

                                                            第   号 

                                                             年 月  日 

○○広域振興局長 様 

                                    市 町 村 長    氏    名    印

岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付申請書 

 

  平成 年度において下記のとおり事業を実施したいので、岩手県補助金交付規則に

より、関係書類を添えて、次のとおり申請します。 

                                              記 

１ 事 業 の 目 的             

２ 収 支 予 算 書             

 

区     分 

本年度 

 

事業費 

本年度

 

交付額

県 費
市町村

費 
その他 備 考

様式第１号（別表第２関係） 

                                                           第   号 

                                                            年 月  日 

○○広域振興局長 様 

                             市 町 村 長    氏    名    印 

                 所在地 

名称 

代表者     氏    名   印 

岩手県農業基盤整備促進事業費補助金交付申請書 

 

  平成 年度において下記のとおり事業を実施したいので、岩手県補助金交付 

規則により、関係書類を添えて、次のとおり申請します。 

                                              記 

１ 事 業 の 目 的             

２ 収 支 予 算 書             

 

区     分 

本年度

 

事業費

本年度

 

交付額

県 費
市町村

費 
その他 備 考 



 

１ 農山漁村活性化プロジ

ェクト支援交付金 

（１）事業費 

（２）市町村等附帯事務費

 

円 円 円 円 円  

合     計 
      

（１）収入の部 

 

区     分 

本年度 

 

予算額 

前年度

 

予算額

比 較 増 減 

備 考 

増 減 

 

１ 農山漁村活性化プロ

ジェクト支援交付金 

２ そ の 他 

円 円 円 円  

合     計 
     

 

 

１ ○○事業○○地区 

（１）事業費 

（２）市町村等附帯事務

費 

円 円 円 円 円  

合     計 
      

（１）収入の部 

 

区     分 

本年度

 

予算額

前年度

 

予算額

比 較 増 減 

備 考 

増 減 

 

１ 県補助金 

２ そ の 他 

円 円 円 円  

合     計 
     

 

 



（２）支出の部                                                               

 

区     分 

本年度 

 

予算額 

前年度

 

予算額

比 較 増 減 

備 考 

増 減 

 

農山漁村活性化プロジェ

クト支援交付金農業基盤

整備促進事業等 

円 円 円 円  

 

合     計 

     

  予算議決（又は予算議決予定）    年  月  日 

３ 地区別事業内容及び配分表  （様式第２号のとおり） 

４ 事 業 の 完 了 予 定                 年  月  日 

５ 添 付 書 類               都道府県又は市町村の交付金の交付規程又は 

要綱 

 

 

 

様式第２号（別表第２関係）  別紙 

 

（２）支出の部                                                             

 

区     分 

本年度

 

予算額

前年度

 

予算額

比 較 増 減 

備 考 

増 減 

 

○○事業○○地区 

 

 

円 円 円 円  

 

合     計 

     

  予算議決（又は予算議決予定）    年  月  日 

３ 地区別事業内容及び配分表  （様式第２号のとおり） 

４ 事 業 の 完 了 予 定                 年  月  日 

５ 添 付 書 類               都道府県又は市町村の補助金の交付規程又

は要綱 

 

 

 

様式第２号（別表第２関係）   別紙 

 



様式第３号（別表第２関係） 

第     号 

年  月  日 

 

○○広域振興局長 様 

 

市町村長 氏     名 印 

 

 

岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金変更（中止、廃止）承認申請書 

        

 年 月 日付け指令 地 第  号で交付金の交付の決定の通知のあった事

業の実施について、下記の理由により収支予算等を変更（中止、廃止）し〔金 

  円の追加交付（減額承認）を受け〕たいので、関係書類を添えて申請します。

 

  （注）金額に変更がない場合は〔 〕の部分を除く。 

 

 

記 

 

  変 更 の 理 由 及 び 内 容 

 

 

  （注）上記「関係書類」は、岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金

交付申請書の「２ 収支予算書」及び「３ 地区別事業内容及び配分表」

の様式に準じ作成し、変更前と変更後を対照比較できるように変更に係

る部分についてのみ変更前を括弧書で上段に記載すること。 

     なお、地区別事業内容及び配分表の変更がない市町村分は「その他変

更がない市町村分」として一括して記載して差し支えない。 

 

 

 

様式第３号（別表第２関係） 

第     号  

年  月  日  

 

○○広域振興局長 様 

 

市町村長 氏     名 印  

                 所在地 

名称 

代表者     氏    名   印 

 

岩手県農業基盤整備促進事業変更（中止、廃止）承認申請書 

 年 月 日付け岩手県指令 広 第  号で補助金の交付の決定の通知の

あった事業の実施について、下記の理由により収支予算等を変更（中止、廃止）

し〔金   円の追加交付（減額承認）を受け〕たいので、関係書類を添えて

申請します。 

 

  （注）金額に変更がない場合は〔 〕の部分を除く。 

 

 

記 

 

  変 更 の 理 由 及 び 内 容 

 

 

 

  （注）上記「関係書類」は、岩手県農業基盤整備促進事業費補助金交付申

請書の「２ 収支予算書」及び「３ 地区別事業内容及び配分表」の

様式に準じ作成し、変更前と変更後を対照比較できるように変更に係

る部分についてのみ変更前を括弧書で上段に記載すること。 

     なお、地区別事業内容及び配分表の変更がない市町村分は「その他

変更がない市町村分」として一括して記載して差し支えない。 



様式第４号（別表第２関係） 
第     号 

年  月  日 

 
○○広域振興局長 様 

 
市町村長 氏     名 印 

 
 

岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金請求（精算）書 
  年  月  日付けで指令 地 第  号で交付金の交付の決定の通知

のあった、  年度岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業が完了し

たので、関係書類を添えて、次のとおり交付金の交付を請求（精算）します。 
金           円 

交付金交付額     金        円 
内前金払受領額   金        円 

 
 
備考 精算の結果、交付を受ける交付金がない場合には、「交付金の交付を請求」

を「精算」と記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

様式第４号（別表第２関係） 
第     号  
年  月  日  

 
○○広域振興局長 様 

 
市町村長 氏     名 印  

                 所在地 

名称 

代表者     氏    名   印 

 

 
岩手県農業基盤整備促進事業費補助金請求（精算）書 

  年  月  日付けで岩手県指令 広 第  号で補助金の交付の決

定の通知のあった、  年度岩手県農業基盤整備促進事業（○○事業）が完了

したので、関係書類を添えて、次のとおり補助金の交付を請求（精算）します。 
金           円 

補助金交付決定額    金        円 
内前金払受領額    金        円 

 
 
備考 精算の結果、交付を受ける補助金がない場合には、「補助金の交付を請

求」を「精算」と記載すること。 

 

 

 

 



様式第５号（別表第２関係） 
実績報告書 

 
  年  月  日付けで  年度岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援

交付金事業が次のとおり完了したので、その実績を報告します。 

記 
１ 事 業 の 目 的 
２ 収 支 精 算   （様式第６、７、８、９及び 10 号のとおり） 
３ 事 業 の 成 果   （様式第２号のとおり） 
４ 事 業 の 完 了       年   月   日 
 
（注）別紙様式第２号の財産管理台帳を添付すること。 

 

様式第６号（別表第２関係） 
収 支 精 算 書 

区     分 事業費 交付額 県 費
市町村

費 
その他 備 考

 

農山漁村活性化プロ

ジェクト  支援交付金 
 
（１）事業費 
（２）市町村等附帯事務

費 
 
 

円 円 円 円 円  

合     計       

 （注）予算額を上段括弧書、精算額を下段に記載すること。 

 

様式第５号（別表第２関係） 
実績報告書 

 
  年  月  日付けで  年度岩手県農業基盤整備促進事業（○○事

業）が次のとおり完了したので、その実績を報告します。 

記 
１ 事 業 の 目 的 
２ 収 支 精 算   （様式第６、７号のとおり） 
３ 事 業 の 成 果   （様式第２号のとおり） 
４ 事 業 の 完 了       年   月   日 
 
（注）別紙様式第２号の財産管理台帳を添付すること。 

 

様式第６号（別表第２関係） 
収 支 精 算 書 

区     分 事業費 交付額 県 費
市町村

費 

その

他 
備 考 

 

○○事業○○地区 
 
（１）事業費 
（２）市町村等附帯事

務費 
 
 

円 円 円 円 円  

合     計       

 （注）予算額を上段括弧書、精算額を下段に記載すること。 

 



（１）収入の部 

区     分 

本年度 

 
精算額 

本年度

 
予算額

比 較 増 減 

備 考 

増 減 

 

１ 農山漁村活性化プロ

ジェクト支援交付金 
 
２ そ の 他 

円 円 円 円

合     計      

 

（２）支出の部                                                           

区     分 

本年度 

 
精算額 

本年度

 
予算額

比 較 増 減 

備 考 

増 減 

 

農山漁村活性化プロジ

ェクト支援交付金 
 
 

円 円 円 円

合     計      

 

 

（１）収入の部 

区     分 

本年度

 
精算額

本年度

 
予算額

比 較 増 減 

備 考 

増 減 

 

１ 県補助金 
 
２ そ の 他 

円 円 円 円  

合     計      

 

（２）支出の部                                                         

区     分 

本年度

 
精算額

本年度

 
予算額

比 較 増 減 

備 考 

増 減 

 

○○事業○○地区 

円 円 円 円  

合     計      

 

 



様式第７号（別表第２関係） 交付金精算 

区     分 

本年度 

交 付 

決定額 

本年度

精 算

事業費

精 算

 

交付額

概 算 

払 

 

受 領 

額 

差 引 交 付 額    

 

未受領（返還）額

備 

考 

 

農山漁村活性化プロ

ジェクト  支援交付金 

（１）事業費 

（２）市町村等附帯事務

費 

 

 

円 円 円 円 円  

合     計       

（注）１の（１）の精算交付額の欄には、様式第８号により算出した精算交付額

を記載すること。 
 

 

 

 

 

 

 

 

削除 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

様式第８号（別表第２関係） 精算交付額 

区   
分 

全

体

事

業

費

 

 

 

交

付

額

算

定

交

付

率

 

 

交

付

限

度

額

 

 

(A)

本年度末 

進ちょく率 

 

 

（B) 

前年度まで

の交付済み

の 総 額

 

(C) 

本

年

度

執

行

事

業

費

 

(D)

単

年

度

精

算

交

付

額

 

(E)

本

年

度

交

付

決

定

額

 

(F)

次

年

度

以

降

調

整

額

 

(G)

精算交付額

（国費相当額）

 

 

(H) 

備
考

 
 

農山漁村
活性化プ
ロジェク
ト支援交
付金 

 
 (1) 事
業費       
 
         
○○ 
           
△△ 
           
□□ 

円
 

％
 

円
 

円 円 円 円 円 円 円
   

 

合   
計 

           

 
（注） １ 施設等ごとの内訳についても記載すること。 
     ２ 「前年度までの交付済みの総額（Ｃ）」は、前年度までの「精算交

付額（国費相当額）（Ｈ）」の合計を記入する。 
     ３ 「単年度精算交付額（Ｅ）」は、交付限度額（Ａ）×本年度末進ち

ょく率（Ｂ）－前年度までの交付済みの総額（Ｃ）の算式により求
めるものとする。 

 
削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



     ４ 「次年度以降調整額（Ｇ）」は、国の交付要綱第６第２項による額
を記載するものとする。ただし、次年度以降調整額の合計額は本年
度交付決定額（Ｆ）－単年度精算交付額（Ｅ）の合計額の範囲内と
する。 

    ５ 「精算交付額（国費相当額）（Ｈ）」は単年度精算交付額（Ｅ）＋
次年度以降調整額（Ｇ）とする。 

        ６  「本年度交付決定額（Ｆ）」、「次年度以降調整額（Ｇ）」の施設
等ごとに内訳については、実際の配分額、調整額を記入する。なお、
国費の返還が必要となった場合は、「精算交付額（国費相当額）（Ｈ）」
により返還額を算定することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第９号（別表第２関係） 附帯事務費 

区     分 事業費 交付額 県 費
市町村

費 
その他 備 考

 

 

市町村等附帯事務費 

 ○○市 

   謝金 

   旅費 

   庁費 

    賃金 

    共済費 

    需用費 

   ○○○ 

   ○○○ 

 

 ○○町 

      ○○○ 

      ○○○ 

 

 ○○土地改良区 

      ○○○ 

円 円 円 円 円  

合     計       

 

 

 

 

 

様式第７号（別表第２関係） 附帯事務費 

区     分 事業費 交付額 県 費
市町村

費 
その他 備 考 

 

 

市町村等附帯事務費 

 ○○市 

   謝金 

   旅費 

   庁費 

    賃金 

    共済費 

    需用費 

   ○○○ 

   ○○○ 

 

 ○○町 

      ○○○ 

      ○○○ 

 

 ○○土地改良区 

      ○○○ 

円 円 円 円 円  

合     計       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第 10 号（別表第２関係） 工事雑費 

地  区  名 
事業実施主

体 
事 業 費

工 事 雑 

費 
備    考 

 

○○地区 

 

 

○○地区 

 

 

○○市 

○○土地改

良区 

 

○○土地改

良区 

円 円  

合  計     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 11 号（第６関係） 

第     号

年  月  日

○○広域振興局長 様 

市町村長 氏     名 印

岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金遂行状況報告書 

 

  年  月  日付け指令 地 第 号で交付金の交付の決定の通知のあった事

業の遂行状況について、岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付要綱の規

定により、下記のとおり報告します。 

記 

１ 事 業 遂 行 状 況 

区 分 実施計画 出 来 高 進捗率

(B)/(A)

備考 

 事業費

(A) 

交付額 事業費

(B) 

交付額   

 円 円 円 円 ％  

合  計

  

      

２ 事業の完了予定日      年  月  日 

 

様式第８号（第６関係） 

第     号 

年  月  日 

○○広域振興局長 様  

市町村長 氏     名 印  

                 所在地 

名称 

代表者     氏    名   印 

 

岩手県農業基盤整備促進事業（○○事業）遂行状況報告書 

  年  月  日付け岩手県指令 広 第 号で補助金の交付の決定の通知の

あった事業の遂行状況について、下記のとおり報告します。 

記 

１ 事 業 遂 行 状 況 

区 分 実施計画 出 来 高 進捗率

(B)/(A)

備考 

 事業費

(A) 

交付額 事業費

(B) 

交付額   

 円 円 円 円 ％  

合  計

  

      

２ 事業の完了予定日      年  月  日 



様式第 12 号（第７関係） 

第     号 

年  月  日 

○○広域振興局長 様 

市町村長 氏     名 印 

 

岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金前金払請求書 

 

  年  月  日付け指令 地 第  号で交付金の交付の決定の通知のあった、

岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金について、交付金の前金払を受けたい

ので、次のとおり請求します。 

記 

１ 請求額   金         円 

２ 内 訳 

区    分  交付金交付 

契約額  

前回までの 

既受領額  

今回請求額 差引残額 

農山漁村活性

化プロジェク

ト支援交付金 

（１） 事業

費 

円 円 円 円 

様式第９号（第７関係） 

第     号  

年  月  日  

○○広域振興局長 様 

 市町村長 氏     名 印  

                 所在地 

名称 

代表者     氏    名   印 

 

岩手県農業基盤整備促進事業費補助金前金払請求書 

 

 年  月  日付け岩手県指令 広 第  号で補助金の交付の決定の通知の

あった、岩手県農業基盤整備促進事業（○○事業）について、補助金の前金払を

受けたいので、次のとおり請求します。 

記 

１ 請求額   金         円 

 

 

 

 

 



（２） 市町

村附帯事務

費 

 

合   計     

３ 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 内 訳 

区    分  補助金交付

決定額  

前回までの 

既受領額  

今回請求額 差引残額 

○○事業○○

地区 

（１） 事

業費 

 

（２） 市

町村附帯事

務費 

 

円 円 円 円 

合   計     

３ 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式第１号 

第  号 

平成 年 月 日  

○○広域振興局長 様 

 

市町村長 氏     名 印  

所在地            

名 称            

代表者  氏     名 印  

 

消費税等仕入控除税額報告書 

平成○年○月○日付け指令○地○第○号で交付金の交付の決定のあった平成

年度岩手県農山漁村活性化プロジェクト支援交付金について、次のとおり報告し

ます。 

記 

１ 交付金交付額  金        円 

２ 交付金の交付時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 金   円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額 

 金   円 

４ 交付金返還相当額（３－２） 金   円 

 

 

注 事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第１号 

第  号  

平成 年 月 日  

 

○○広域振興局長 様 

 

市町村長 氏     名 印  

所在地            

名 称            

代表者  氏     名 印  

 

消費税等仕入控除税額報告書 

平成○年○月○日付け指令○広○第○号で補助金の交付の決定のあった平

成 年度岩手県農業基盤整備促進事業（○○事業）について、次のとおり報告

します。 

 

記 

１ 補助金交付額  金       円 

２ 補助金の交付時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 金   円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当 

 額 金    円   

４ 補助金返還相当額（３－２） 金    円 

 

 

注 事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。 

 

 

 

 

 



 
別紙様式第２号 
 
 
 財産管理台帳 

地  
区 名 

事業実
施主体

名
称

形
状
 
寸
法

数
量 

単
価 

 
処分制
限期間

処 分 の 状 
況 

備 
 考取得

金額 

交付金
（国費
相当額） 耐用

年数

処分制
限年月
日

処分
の類
別

処分年
月日

交付金返
還額

   
円 

 
円 

  
 円 円

 
        合  
     計 

  

 
 注１ 数年にわたって施工する施設については、完成した年度で記載するもの

とし、備考欄に施工期間を記載する。 
  ２ 交付金欄には、様式第８号による精算交付額（国費相当額）を（ ）書

きで記入する。なお、当該施設の処分等に当たって国費の返還を必要 
とする場合は当該国費相当額により返還額を算定することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙様式第２号 
 
 
 財産管理台帳 

地  
区 名 

事業
実施
主体

名
称

形
状
 

寸
法

数
量

単
価

処分制
限期間

処 分 の 状 
況 

備 
 考 取得

金額

交付金
（国費
相当額） 耐用

年数

処分制
限年月

日

処分
の類
別

処分年
月日

交付金返
還額 

 
円 円

  
 円 円 

 

        合 
      
計 

 

 
 注１ 数年にわたって施工する施設については、完成した年度で記載するも

のとし、備考欄に施工期間を記載する。 
  ２ 交付金欄には、様式第８号による精算交付額（国費相当額）を（ ）

書きで記入する。なお、当該施設の処分等に当たって国費の返還を必要 
とする場合は当該国費相当額により返還額を算定することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



指令○地 第○号 

住 所  

法人又は氏名 

平成○年○月○日付け○第○号で申請のあった平成○年度岩手県農山漁村活性化

プロジェクト支援事業費に対し、岩手県補助金交付規則（昭和 32年規則第 71 号。以

下、「県補助金規則」という。）第５条の規定により、次の条件を付けて交付金○○円

を交付することと決定したので、県補助金規則第７条の規定により通知します。 

平成○年○月○日 

○○広域振興局長 印 

記 

１ 交付金交付の対象となる事業（以下「交付金事業」という。）の内容及び経費の

配分は、平成○年度農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付申請書に添付の地

区別事業内容及び配分表のとおりとする。 

 

２ 交付金事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年

法律第 179 号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30

年政令第 255 号）、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和 31 年農林省令第 18

号。以下「国規則」という。）、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金交付要綱(平

成 19 年 3月 30 日付け 18 企第 381 号農林水産事務次官依命通知。)、岩手県農山漁

村活性化プロジェクト支援交付金交付要綱（平成 27 年○月○日付け農建第○○号

岩手県農林水産部長通知）、県補助金規則、関係通達等の規定に従わなければなら

ない。 

 

 

 

 

 

 

３ 交付金事業者は、交付金事業に係る経理を明らかにした関係書類を整備し、事業

終了の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

岩手県指令○広 第○号  

住 所   

法人又は氏名  

平成○年○月○日付け○第○号で申請のあった平成○年度岩手県農業基盤整備

促進事業（○○事業）費に対し、岩手県補助金交付規則（昭和 32年規則第 71 号。

以下、「県補助金規則」という。）第５条の規定により、次の条件を付けて補助金

○○円を交付することと決定したので、県補助金規則第７条の規定により通知し

ます。 

平成○年○月○日 

○○広域振興局長 印  

記 

１ 補助金交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）の内容及び経費の

配分は、平成○年度岩手県農業基盤整備促進事業費補助金交付申請書に添付の

地区別事業内容及び配分表のとおりとする。 

 

２ 補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30年

法律第 179 号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

30 年政令第 255 号）、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和 31 年農林省令

第 18 号。以下「国規則」という。）、農山漁村振興交付金実施要綱(平成 28

年４月１日付け 27 農振第 2325 号農林水産事務次官依命通知)、農地耕作

条件改善事業実施要綱（平成 27 年４月９日付け 26 農振第 2069 号農林水

産事務次官依命通知)、農業基盤整備促進事業実施要綱(平成 25 年２月 26

日付け 24 農振第 2089 号農林水産事務次官依命通知)、中山間地域所得向

上支援対策実施要綱(平成 28 年 10 月 11 日付け 28 農振第 1336 号農林水

産事務次官依命通知)、岩手県農業基盤整備促進事業費補助金交付要綱（平成

29 年○月○日付け農建第○○号岩手県農林水産部長通知）、県補助金規則、関係

通達等の規定に従わなければならない。 

 

３ 補助事業者は、補助事業に係る経理を明らかにした関係書類を整備し、事業

終了の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。 

(参考添付) 



４ 交付金事業者は、交付金の交付を申請するに当たって、当該交付金に係る仕入れ

に係る消費税等相当額（交付金対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税

法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる

部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費

税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

が明らかでないため、消費税等相当額を含めて申請した場合にあっては、次の条件

に従わなければならない。 

(1) 交付金事業者は、交付金請求（県補助金規則第 13 条の規定による補助金請求

をいう。以下同じ。）を行うに当たって、当該交付金に係る仕入れに係る消費税

等相当額が明らかになった場合には、これを交付金額から減額して請求しなけれ

ばならない。 

(2) 交付金事業者は、交付金の交付を受けた後に消費税及び地方消費税の申告に

より当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金

額（前記(1)により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分

の金額）を消費税等仕入控除税額報告書（別紙様式第１号）により速やかに○○

広域振興局長に報告するとともに、県からの返還命令を受けて、これを返還しな

ければならない。 

 

５ 交付金事業者は、交付金の交付を申請するに当たって、県からの交付金の終局受

領者（以下「終局受領者」という。）が、当該交付金に係る仕入れに係る消費税等

相当額が明らかでないため、消費税等相当額を含めて申請した場合にあっては、次

の条件に従わなければならない。 

(1) 交付事業者は、交付金請求を行うに当たって、終局受領者について当該交付

金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを交付金

額から減額して請求しなければならない。 

(2) 交付金事業者は、交付金の交付を受けた後に消費税及び地方消費税の申告に

より終局受領者について当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定

した場合には、その金額（前記(1)により減額した場合にあっては、その金額が

減じた額を上回る部分の金額）を消費税等仕入控除税額報告書（別紙様式第１号）

により速やかに○○広域振興局長に報告するとともに、県からの返還命令を受け

４ 補助事業者は、補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る仕入

れに係る消費税等相当額（補助金対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、

消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控

除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和 25年法律第 226 号）に規定す

る地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をい

う。以下同じ。）が明らかでないため、消費税等相当額を含めて申請した場合に

あっては、次の条件に従わなければならない。 

(1) 補助事業者は、補助金請求（県補助金規則第 13 条の規定による補助金請

求をいう。以下同じ。）を行うに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消

費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額して請求

しなければならない。 

(2) 補助事業者は、補助金の交付を受けた後に消費税及び地方消費税の申告に

より当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、そ

の金額（前記(1)により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回

る部分の金額）を消費税等仕入控除税額報告書（別紙様式第１号）により速

やかに○○広域振興局長に報告するとともに、県からの返還命令を受けて、

これを返還しなければならない。 

 

５ 補助事業者は、補助金の交付を申請するに当たって、県からの補助金の終局

受領者（以下「終局受領者」という。）が、当該補助金に係る仕入れに係る消費

税等相当額が明らかでないため、消費税等相当額を含めて申請した場合にあっ

ては、次の条件に従わなければならない。 

(1) 補助事業者は、補助金請求を行うに当たって、終局受領者について当該補

助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを

補助金額から減額して請求しなければならない。 

(2) 補助事業者は、補助金の交付を受けた後に消費税及び地方消費税の申告に

より終局受領者について当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確

定した場合には、その金額（前記(1)により減額した場合にあっては、その金

額が減じた額を上回る部分の金額）を消費税等仕入控除税額報告書（別紙様

式第１号）により速やかに○○広域振興局長に報告するとともに、県からの



て、これを返還しなければならない。 

 

６ 交付金事業者は、県補助金規則第９条第１項の規定により交付金の交付の決定の

全部又は一部を取り消された場合において、交付金事業の当該取消に係る部分に関

し、既に交付金が交付されているときは、○○広域振興局長の命ずるところにより、

交付金を返還しなければならない。ただし、やむを得ない事情があると○○広域振

興局長が認めるときは、この限りではない。 

 

７ 交付金事業者は、交付金事業により取得し、又は効用の増加した財産で、処分制

限期間（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以

下「財務省令」という。）に定められている耐用年数に相当する期間、又は国規則

第５条に定める期間のいずれか長い期間をいう。以下同じ。）を経過しない場合に

おいては、財産管理台帳（別紙様式第２号）その他関係書類を整備保管しなければ

ならない。 

 

８ 交付金事業者は、交付金事業により取得し、又は効用の増加した財産について、

事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、交付金の交

付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。 

 

９ 交付金事業者は、前記８の財産（１件当たりの取得価格が 50 万円未満の機械及

び器具を除く。）について、処分制限期間内に○○広域振興局長の承認を受けずに、

交付金の交付の目的以外の目的のために使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は

担保に供してはならない。 

 

10 ○○広域振興局長は、交付金事業者が前記９の承認を得て財産を処分したことに

より収入を得たときは、当該収入の全部又は一部を、県に対して納付させることがあ

る。 

11 交付金事業者は、この交付金の全部又は一部を終局受領者に交付する場合には、

当該交付決定に際して前記２から 10 までに付けた条件と同一の条件を付さなけれ

ばならない。 

返還命令を受けて、これを返還しなければならない。 

 

６ 補助事業者は、県補助金規則第９条第１項の規定により補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消された場合において、補助事業の当該取消に係る部分

に関し、既に補助金が交付されているときは、○○広域振興局長の命ずるとこ

ろにより、補助金を返還しなければならない。ただし、やむを得ない事情があ

ると○○広域振興局長が認めるときは、この限りではない。 

 

７ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で、処分制

限期間（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。

以下「財務省令」という。）に定められている耐用年数に相当する期間、又は国

規則第５条に定める期間のいずれか長い期間をいう。以下同じ。）を経過しない

場合においては、財産管理台帳（別紙様式第２号）その他関係書類を整備保管

しなければならない。 

 

８ 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、

事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金

の交付の目的に従ってその効率的な運営を図らなければならない。 

 

９ 補助事業者は、前記８の財産（１件当たりの取得価格が 50 万円未満の機械及

び器具を除く。）について、処分制限期間内に○○広域振興局長の承認を受けず

に、補助金の交付の目的以外の目的のために使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、又は担保に供してはならない。 

 

10 ○○広域振興局長は、補助事業者が前記９の承認を得て財産を処分したこと

により収入を得たときは、当該収入の全部又は一部を、県に対して納付させる

ことがある。 

11 補助事業者は、この補助金の全部又は一部を終局受領者に交付する場合には、

当該交付決定に際して前記２から 10までに付けた条件と同一の条件を付さなけ

ればならない。 



 


